
1. 重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却について

　　定額法による減価償却を適用している。

（2）引当金の計上基準

　　退職給付引当金は年度末要支給額から特退共交付金相当額を控除した金額を計上している。

（3）消費税等の処理について

　　消費税込額で表示している。

2. 会計方針の変更

3. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 　

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
(単位　円）

科　　目 前期末残高

基本財産

　定期預金 5,000,000

【小　　計】 5,000,000

特定資産

　退職給付引当資産 1,736,187

　名簿作成引当資産 1,016,637

　周年行事引当資産 551,410

【小　　計】 3,304,234

【合　　計】 8,304,234

4. その他の固定資産等の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　　その他の固定資産等の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
(単位　円）

科　　目 取得価格

　車両運搬具 763,460

　差入保証金 1,680,000

合　　計 2,443,460

5.

　補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は以下のとおりである。
(単位　円）

前期末 当期末

残高 残高

助成金　A 全国法人会総連合 0 0

助成金　B 東京法人連合会 0 0

運営費補助 東京法人連合会 0 0

会員増強補助 東京法人連合会 0 0

臨時会員増強補助 東京法人連合会 0 0

貸倒保障制度等 東京法人連合会 0 0

0 0

69,578

200,000 200,000

　　　　　　　　　　　　　　合　計 10,458,078 10,458,078

500,000 500,000

100,000 100,000

69,578

当期減少額

9,465,600 9,465,600

122,900 122,900

補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金の名称 交付者 当期増加額

1,680,000

755,824 1,687,636

減価償却累計額 当期末残高

755,824 7,636

600,000 551,410 3,352,824

600,000 551,410 8,352,824

0 0 1,016,637

200,000 551,410 200,000

400,000 0 2,136,187

0 0 5,000,000

0 0 5,000,000

財務諸表に対する注記

　　当年度から「公益法人会計基準」(平成２０年４月）を適用している。

当期増加額 当期減少額 当期末残高




